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「生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策担当分野との連携について」 

の一部改正について 

 

令和６年４月に成立した生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（令和６年

法律第 21号。以下「改正法」という。）については、本日から施行される。改正法にお

いては、生活困窮者等の自立の更なる促進を図るため、居住支援の強化のための措置、

子どもの貧困への対応のための措置、支援関係機関の連携強化等の措置が講じられ、

生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号。以下「法」という。）についても、

支援関係機関の連携強化等の措置として、法第９条第１項に規定する支援会議の設置

の努力義務化等の改正が行われた。 

これに伴い、今般、「生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策担当分野との連携に

ついて」(平成 27年３月 27日付け社援地発 0327第 11号。厚生労働省社会・援護局地

域福祉課長通知。以下「通知」という。)の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正した。

特に、支援関係機関の連携強化のため、家計改善支援事業との連携についても示すこ

ととしたため、各自治体におかれては、改正法による改正後の法や通知の趣旨及び内

容を理解の上、更なる連携の推進を図っていただくとともに、関係機関及び関係団体

等に広く周知いただくよう、よろしくお願いしたい。 

また、本通知の内容については、所管省庁を通じて、各自治体の多重債務者対策担

当部局にも周知されるので、ご了知いただきたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

による技術的な助言であることを申し添える。 
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各 都道府県・市区町村 生活困窮者自立支援制度主管部（局）長 殿  

  

 

 厚生労働省社会・援護局地域福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

  

生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策担当分野との連携について 

  

 

 

 

 

 

生活困窮者自立支援制度は、生活困窮者に対し、その就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤

立の状況など様々な状況又はそれらの複合的な状況に応じて、自立相談支援事業を中核に、住居確保

給付金の支給、就労準備支援事業や家計改善支援事業の実施等により包括的かつ早期的な支援を提供

するものである。 

本制度に基づき生活困窮者に対する包括的かつ早期的な支援を行うためには、生活困窮者自立支援

法（平成 25 年法律第 105 号。以下「法」という。）に基づく事業のみならず、他制度・他事業との連

携が重要であり、その中で多重債務者対策との連携も必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついては、上記を踏まえ、生活困窮者自立支援制度の運用における生活困窮者自立支援制度担当部

局と多重債務者対策担当部局等の連携について下記のとおり通知するので、各自治体におかれては、

法の趣旨や内容を理解いただき、生活困窮者本人の状況に応じたより包括的な支援が提供されるよう

更なる連携を進めていただくとともに、関係機関等に周知いただくよう、よろしくお願いしたい。 

また、本通知の内容については、所管省庁を通じて、各自治体の多重債務者対策担当部局にも周知

されるので、ご了知いただきたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定による技術的な

助言であることを申し添える。 

 

  都道府県 

各 指定都市 生活困窮者自立支援制度主管部（局）長 殿  

  中核市 

 

 厚生労働省社会・援護局地域福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

  

生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策担当分野との連携について 

  

生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対する自立支援策を強化するため平成 27 年４月から

施行された生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号。以下「法」という。）について、生活困

窮者等の一層の自立の促進を図るため、今般、生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立

支援法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 44 号。以下「改正法」という。）が平成 30 年６月

８日に公布され、同法による改正後の法が、同年 10月１日から順次施行される。 

生活困窮者自立支援制度は、生活困窮者に対し、その就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤

立の状況など様々な状況又はそれらの複合的な状況に応じて、自立相談支援事業を中核に、住居確保

給付金の支給、就労準備支援事業や家計改善支援事業の実施等により包括的かつ早期的な支援を提供

するものである。 

本制度に基づき生活困窮者に対する包括的かつ早期的な支援を行うためには、法に基づく事業のみ

ならず、他制度・他事業との連携が重要であり、その中で多重債務者対策との連携も必要である。 

このため、これまで本通知及び多重債務相談及び消費生活相談担当部局長宛の「生活困窮者自立支

援法の施行に伴う関係部署等との連携について」（平成 27年３月 31日付金総第 2188号・消政策第 135

号）において、生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策の積極的な連携の推進を図ってきたところ

である。 

そうした中、連携を強化する観点から、改正法による改正後の法第８条の規定において、福祉事務

所設置自治体の福祉、就労、教育、税務、住宅その他の関係部局において、生活困窮者を把握したと

きは、生活困窮者本人に対して生活困窮者自立支援制度の利用の勧奨等を行うことが努力義務とされ

たところであり、福祉事務所設置自治体における多重債務相談及び消費生活相談担当部署についても、

これらの関係部局に該当するものとして想定している 。 

ついては、生活困窮者本人の状況に応じたより包括的な支援が提供されるよう更なる連携を進めて

いただくとともに、各都道府県におかれては、管内市町村（特別区を含む。）及び関係機関等に周知い

ただくよう、よろしくお願いしたい。 

 

また、本通知の内容については、所管省庁を通じて、各自治体の多重債務者対策担当部局にも周知

されるので、ご了知いただきたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定による技術的な

助言であることを申し添える。 



 

記 

１ 連携に当たっての基本的な考え方 

生活困窮者の中には、多重債務又は過剰債務を抱えその返済が困難となっている者や、債務整理

を法律専門家に依頼した直後の者や債務整理途上の者も一定数存在する。 

こうした多重債務を抱える者等に対しては、債務整理及び生活再建に向けた支援が必要であるが、

多重債務相談窓口及び消費生活相談窓口による相談支援やそれらの相談窓口を通じた法律専門家に

よる債務整理とともに、生活困窮者自立支援制度による自立に向けた支援が相互に連携して行われ

ることが求められる。中でも、家計改善支援事業（※）を実施する機関等（家計改善支援事業を実施

していない自治体においては、自立相談支援事業を行う機関。以下同じ。）による支援を通じて家計

の「見える化」を図った上で、家計の改善に関する意欲を引き出しつつ相談者自身の家計を管理する

力を高めることは重要である。 

こうした観点から、以下に示す取組をお願いする。 

 ※ 家計改善支援事業とは、家計表の作成により家計の状況を「見える化」し、生活困窮者本人を

含む世帯全体の家計収支等に関する課題の評価・分析を行って状況に応じた家計再生プランを作

成し、生活再建等に向けた具体的な支援を実施する事業。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 連携体制の構築 

自立相談支援機関及び家計改善支援事業の実施者は、多重債務相談窓口及び消費生活相談窓口や、

法律に関する専門機関である法テラス、弁護士会及び司法書士会等との間で、相談者のつなぎ等に

向けて、それぞれの制度について理解を深めるとともに、日常的に連絡や情報交換を行うことがで

きる関係性を構築することが重要である。 

そのため、生活困窮者自立支援制度の担当部局並びに多重債務相談及び消費生活相談担当部局が

中心となって、両制度の担当部局・関係者間の連携体制を構築されたい。 

連携体制の構築については、以下のような方法が考えられる。 

（１）研修会・勉強会の開催 

・ 両制度の担当者・支援員等向けの研修会や勉強会を開催し、それぞれの制度についての説明や

意見交換等を行う。 

・ 研修会等は、支援員等の異動がある年度初め等に実施することが有効である。 

・ 研修会等の場を活用して、両制度についての理解を前提に、両制度の役割分担やそれぞれの相

談窓口への誘導方法などの個別支援に向けた体制面での連携を行うことも考えられる。 

（２）両制度の会議体への相互参画 

・ 家計改善支援事業の利用等を含め、個々の対象者の支援方針の決定に当たって実施される支

援調整会議や、地域の支援ニーズの把握等のために実施される法に基づく支援会議に多重債務

相談及び消費生活相談の担当者等が参画する。 

・ 多重債務者対策の関係会議やその他消費者行政関係会議等の場に生活困窮者自立支援制度の

担当者等が参画する。 

記 

１ 連携に当たっての基本的な考え方 

生活困窮者の中には、多重債務又は過剰債務を抱えその返済が困難となっている者や、債務整理

を法律専門家に依頼した直後の者や債務整理途上の者も一定数存在する。 

こうした多重債務を抱える者等に対しては、債務整理及び生活再建に向けた支援が必要であるが、

多重債務相談窓口及び消費生活相談窓口による相談支援やそれらの相談窓口を通じた法律専門家に

よる債務整理とともに、法に基づく家計改善支援事業（※）を実施する機関等（家計改善支援事業を

実施していない自治体においては、自立相談支援事業を行う機関。以下同じ。）により、家計の「見

える化」を図った上で、家計の改善に関する意欲を引き出しつつ相談者自身の家計を管理する力を

高め、生活の再建に向けた支援が相互に連携して行われることが求められる。 

このため、家計改善支援事業を実施する機関等は、多重債務を抱える者等に対する債務整理への

対応も含めた生活再建に向けた総合的な支援を行う観点から、多重債務相談窓口及び消費生活相談

窓口や、法律に関する専門機関である法テラス、弁護士会及び司法書士会等との連携が重要である。

これら多重債務相談窓口等との連携に当たっては、例えば、家計改善支援事業を実施する機関等が、

家計改善に向けた債務整理等の情報提供や専門的な助言、また債務整理に関係する窓口等へのつな

ぎや同行を行うことにより、多重債務等の課題を含めた経済的な問題を解決し、自立に向けた継続

的な支援を行っていくことが期待される。 

 （※）家計改善支援事業については、従来、家計相談支援事業として行ってきたものを、家計の状

況を明らかにし、収支の見直しをともに考え、主体的に家計を管理する意欲を高めるための伴

走型支援が行われているといった現場の実践を踏まえ、家計の改善に取り組む力を育てる支援

との位置づけの明確化を図る観点から、改正法によりその名称が改められたもの。 

 

２ 連携体制の構築 

連携体制を構築する際には、例えば、多重債務者対策の関係会議やその他消費者行政関係会議の

ように既に庁内に設置されている会議等の場を活用し、 

・ 両制度の役割分担やそれぞれの相談窓口への誘導方法などの個別支援に向けた体制面での連携 

・ 両制度担当者へのそれぞれの制度や現況の説明などの円滑な連携 

等を実現するために対応していくことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 自立相談支援事業等の利用勧奨 

生活困窮者自立支援制度においては、平成 27年４月の施行後、着実に支援の効果が現れてきてい

る一方で、適切な支援を受けることができていない生活困窮者が依然として数多く存在するとの指

摘がある。生活困窮者の中には、日々の生活に追われ、また、自尊感情の低下等により、自ら自立相

談支援事業の相談窓口に相談をすることが困難な者も少なくない。 

このため、支援を必要とする生活困窮者が相談に訪れるのを待つのではなく、その者に対し相談

支援が届くようにするアウトリーチの観点が重要である。また、自ら支援を求めることが困難な者

に対して支援を行うためには、自立相談支援機関の主導による把握のみならず、様々な関係機関が

生活困窮の端緒となる事象を把握した場合に、自立相談支援機関の相談窓口に確実につなげていく

ことが必要である。 

 

このため、法第８条第２項の規定により、福祉事務所設置自治体の福祉、就労、教育、税務、住宅

その他の関係部局において、生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人に対して自立相談支援

事業等の利用の勧奨等を行うことが努力義務とされており、多重債務相談及び消費生活相談担当部

局についても、これらの関係部局に該当するものとして想定している。 

当該規定に基づき、庁内における多重債務相談及び消費生活相談担当部局が相談等の業務の遂行

に当たって生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人に対して自立相談支援事業等の利用の勧

奨を行うよう努めていただくこととしているので、生活困窮者自立支援制度主管部局におかれては、

ご了知いただくとともに、多重債務相談及び消費生活相談担当部局への協力関係を促されたい。 

 

４ 家計改善支援事業と多重債務相談窓口等との連携 

  当該生活困窮者が多重債務を抱えている場合等においては、家計改善支援事業による「見える化」

を通じて債務整理に向けた支援を行うとともに、多重債務相談窓口等へのつなぎや支援員による同

行支援等を行うことで、多重債務等の課題を含めた経済的な問題を解決し、自立に向けた継続的な

支援を行っていくことが期待される。 

【連携の具体例】 

 ・ 多重債務の相談窓口に自立相談支援事業や家計改善支援事業のリーフレットを配架。生活に困

窮していると認められる者にはリーフレットを渡し、自立相談支援機関（相談窓口）の利用を促

す。 

 ・ 家計表を用いて多重債務の相談を行う際、家計改善支援事業の支援員が多重債務の相談窓口へ

同行したり、電話での相談の際に同席する。 

・ 家計表やその分析に基づいて作成する家計再生プランを、多重債務の相談の際にも提示する。

多重債務相談窓口等においては、提示された家計表や家計再生プランを通じて相談者の家計の状

況を把握するなど、相談対応に当たってこれらを活用する。 

３ 自立相談支援事業等の利用勧奨 

生活困窮者自立支援制度においては、平成 27年４月の施行後、着実に支援の効果が現れてきてい

る一方で、適切な支援を受けることができていない生活困窮者が依然として数多く存在するとの指

摘がある。生活困窮者の中には、日々の生活に追われ、また、自尊感情の低下等により、自ら自立相

談支援事業の相談窓口に相談をすることが困難な者も少なくない。 

このため、支援を必要とする生活困窮者が相談に訪れるのを待つのではなく、その者に対し相談

支援が届くようにするアウトリーチの観点が重要である。また、自ら支援を求めることが困難な者

に対して支援を行うためには、自立相談支援機関の主導による把握のみならず、様々な関係機関が

生活困窮の端緒となる事象を把握した場合に、自立相談支援機関の相談窓口に確実につなげていく

ことが必要である。実際に、自立相談支援機関の相談窓口に生活困窮者をつなげた庁内関係機関が

多い自治体ほど、自立相談支援事業における新規相談件数が多いとの調査結果もある。 

これらを踏まえ、改正法による改正後の法第８条の規定により、福祉事務所設置自治体の福祉、就

労、教育、税務、住宅その他の関係部局において、生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人に

対して自立相談支援事業等の利用の勧奨等を行うことが努力義務とされたところである。 

 

 

当該規定に基づき、庁内における多重債務相談及び消費生活相談担当部署が相談等の業務の遂行

に当たって生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人に対して自立相談支援事業等の利用の勧

奨を行うよう努めていただくこととしているので、生活困窮者自立支援制度主管部局におかれては、

ご了知いただくとともに、多重債務相談及び消費生活相談担当部署への協力関係を促されたい。 

 

 



参考（改正後全文） 

社援地発 0327第 11号 

平成 27 年３月 27 日 

一 部 改 正 

社援地発 1001第 13号 

平成 30 年 10 月 1 日 

一 部 改 正 

社援地発 0401 第３号 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

 

 

  

各 都道府県・市区町村 生活困窮者自立支援制度主管部（局）長 殿  

   

 

        厚生労働省社会・援護局地域福祉課長 

（ 公 印 省 略 ）   

   

 

生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策担当分野との連携について 

 

生活困窮者自立支援制度は、生活困窮者に対し、その就労の状況、心身の状況、

地域社会からの孤立の状況など様々な状況又はそれらの複合的な状況に応じて、

自立相談支援事業を中核に、住居確保給付金の支給、就労準備支援事業や家計改

善支援事業の実施等により包括的かつ早期的な支援を提供するものである。 

本制度に基づき生活困窮者に対する包括的かつ早期的な支援を行うためには、

生活困窮者自立支援法（平成 25年法律第 105号。以下「法」という。）に基づく

事業のみならず、他制度・他事業との連携が重要であり、その中で多重債務者対

策との連携も必要である。 

ついては、上記を踏まえ、生活困窮者自立支援制度の運用における生活困窮者

自立支援制度担当部局と多重債務者対策担当部局等の連携について下記のとお

り通知するので、各自治体におかれては、法の趣旨や内容を理解いただき、生活

困窮者本人の状況に応じたより包括的な支援が提供されるよう更なる連携を進

めていただくとともに、関係機関等に周知いただくよう、よろしくお願いしたい。 

また、本通知の内容については、所管省庁を通じて、各自治体の多重債務者対

策担当部局にも周知されるので、ご了知いただきたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の

規定による技術的な助言であることを申し添える。 

 



記 

 

１ 連携に当たっての基本的な考え方 

生活困窮者の中には、多重債務又は過剰債務を抱えその返済が困難となって

いる者や、債務整理を法律専門家に依頼した直後の者や債務整理途上の者も一

定数存在する。 

こうした多重債務を抱える者等に対しては、債務整理及び生活再建に向けた

支援が必要であるが、多重債務相談窓口及び消費生活相談窓口による相談支援

やそれらの相談窓口を通じた法律専門家による債務整理とともに、生活困窮者

自立支援制度による自立に向けた支援が相互に連携して行われることが求め

られる。中でも、家計改善支援事業（※）を実施する機関等（家計改善支援事

業を実施していない自治体においては、自立相談支援事業を行う機関。以下同

じ。）による支援を通じて家計の「見える化」を図った上で、家計の改善に関

する意欲を引き出しつつ相談者自身の家計を管理する力を高めることは重要

である。 

こうした観点から、以下に示す取組をお願いする。 

 ※ 家計改善支援事業とは、家計表の作成により家計の状況を「見える化」し、

生活困窮者本人を含む世帯全体の家計収支等に関する課題の評価・分析を行

って状況に応じた家計再生プランを作成し、生活再建等に向けた具体的な支

援を実施する事業。 

 

２ 連携体制の構築 

自立相談支援機関及び家計改善支援事業の実施者は、多重債務相談窓口及び

消費生活相談窓口や、法律に関する専門機関である法テラス、弁護士会及び司

法書士会等との間で、相談者のつなぎ等に向けて、それぞれの制度について理

解を深めるとともに、日常的に連絡や情報交換を行うことができる関係性を構

築することが重要である。 

そのため、生活困窮者自立支援制度の担当部局並びに多重債務相談及び消費

生活相談担当部局が中心となって、両制度の担当部局・関係者間の連携体制を

構築されたい。 

連携体制の構築については、以下のような方法が考えられる。 

（１）研修会・勉強会の開催 

・ 両制度の担当者・支援員等向けの研修会や勉強会を開催し、それぞれの

制度についての説明や意見交換等を行う。 

・ 研修会等は、支援員等の異動がある年度初め等に実施することが有効で

ある。 

・ 研修会等の場を活用して、両制度についての理解を前提に、両制度の役

割分担やそれぞれの相談窓口への誘導方法などの個別支援に向けた体制

面での連携を行うことも考えられる。 



（２）両制度の会議体への相互参画 

・ 家計改善支援事業の利用等を含め、個々の対象者の支援方針の決定に当

たって実施される支援調整会議や、地域の支援ニーズの把握等のために

実施される法に基づく支援会議に多重債務相談及び消費生活相談の担当

者等が参画する。 

・ 多重債務者対策の関係会議やその他消費者行政関係会議等の場に生活

困窮者自立支援制度の担当者等が参画する。 

 

３ 自立相談支援事業等の利用勧奨 

生活困窮者自立支援制度においては、平成 27 年４月の施行後、着実に支援

の効果が現れてきている一方で、適切な支援を受けることができていない生活

困窮者が依然として数多く存在するとの指摘がある。生活困窮者の中には、

日々の生活に追われ、また、自尊感情の低下等により、自ら自立相談支援事業

の相談窓口に相談をすることが困難な者も少なくない。 

このため、支援を必要とする生活困窮者が相談に訪れるのを待つのではなく、

その者に対し相談支援が届くようにするアウトリーチの観点が重要である。 

また、自ら支援を求めることが困難な者に対して支援を行うためには、自立

相談支援機関の主導による把握のみならず、様々な関係機関が生活困窮の端緒

となる事象を把握した場合に、自立相談支援機関の相談窓口に確実につなげて

いくことが必要である。 

これらを踏まえ、法第８条第２項の規定により、福祉事務所設置自治体の福

祉、就労、教育、税務、住宅その他の関係部局において、生活困窮者を把握し

たときは、生活困窮者本人に対して自立相談支援事業等の利用の勧奨等を行う

ことが努力義務とされており、多重債務相談及び消費生活相談担当部局につい

ても、これらの関係部局に該当するものとして想定している 。 

当該規定に基づき、庁内における多重債務相談及び消費生活相談担当部局が

相談等の業務の遂行に当たって生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人

に対して自立相談支援事業等の利用の勧奨を行うよう努めていただくことと

しているので、生活困窮者自立支援制度主管部局におかれては、ご了知いただ

くとともに、多重債務相談及び消費生活相談担当部局への協力関係を促された

い。 

 

４ 家計改善支援事業と多重債務相談窓口等との連携 

  当該生活困窮者が多重債務を抱えている場合等においては、家計改善支援

事業による「見える化」を通じて債務整理に向けた支援を行うとともに、多重

債務相談窓口等へのつなぎや支援員による同行支援等を行うことで、多重債

務等の課題を含めた経済的な問題を解決し、自立に向けた継続的な支援を行

っていくことが期待される。 

【連携の具体例】 



 ・ 多重債務の相談窓口に自立相談支援事業や家計改善支援事業のリーフレ

ットを配架。生活に困窮していると認められる者にはリーフレットを渡し、

自立相談支援機関（相談窓口）の利用を促す。 

 ・ 家計表を用いて多重債務の相談を行う際、家計改善支援事業の支援員が多

重債務の相談窓口へ同行したり、電話での相談の際に同席する。 

・ 家計表やその分析に基づいて作成する家計再生プランを、多重債務の相談

の際にも提示する。多重債務相談窓口等においては、提示された家計表や家

計再生プランを通じて相談者の家計の状況を把握するなど、相談対応に当た

ってこれらを活用する。 

 




